
 

 

  

１ 概要 

  路線定期運行を行う一般乗合旅客自動車運送事業者（以下「バス事業者」という。）は、路線の休廃止に係る事業

計画の変更をしようとするときは、その６ヶ月前（旅客利便を阻害しない場合は 30日前）までに、その旨を国土交

通大臣に届け出なければならない。 

  ただし、路線の休廃止に当たり、地域住民の生活に影響を及ぼす場合には、神奈川県副知事を会長とする「神奈川

県生活交通確保対策地域協議会」（以下「地域協議会」という。）への協議事項となり、路線の休廃止を予定している

バス事業者は、路線の休廃止の届出に先立って、地域協議会へ路線の退出等の意向を申し出る必要がある。 

  この協議結果に応じて、バス事業者として対応を決定し、国土交通大臣へ路線の休廃止の届出等を行う（地域協議

会での協議が調った場合には、30日前の届出で可）。 

  

 ＜一般乗合旅客自動車運送事業の路線の休廃止に係る旅客の利便を阻害しない場合の例（平成 14 年 1月 31 日関東運輸局長公示）＞ 

 （１）付替路線（停留所の位置の変更がないもの及び位置の変更が 300ｍ以内のものに限る。）の開設に伴う路線の休止又は廃止の場合 

 （２）休止又は廃止する区間が 300ｍ以内である場合（当該区間に係る運行系統に関し、過去 1年間に 3回以上本号に基づく路線の休止

又は廃止がない場合に限る。） 

 （３）休止又は廃止する区間内に並行路線（鉄軌道及び道路運送法施行規則第 49 条第 1項第 1号の「市町村運営有償運送」によるもの

を含む。）があり、休止又は廃止する区間内における全ての停留所から 300ｍ以内に当該並行路線の駅又は停留所が存在する場合 

 など 

２ 生活交通確保に関する協議体制 

 ■全県対象の地域協議会では、原則として個別路線の具体的な協議は行わず、協議を進めるに当たっての基本方針等

について協議を行う。 

 ■個別路線の具体的な対策は必要に応じて設置される分科会において協議することとし、分科会での協議をもって地

域協議会での協議とする。（なお、地域協議会には、分科会での協議結果を報告する。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 地域協議会に係る手続きフロー 

（１）バス事業者（川崎市交通局・川崎鶴見臨港バス）が地域協議会へ路線退出の意向を申出 

    （申出事由：ブレーメン通り・オズ通りは狭隘路であり、通行者への安全確保等のため、ブレーメン通り・オ

ズ通り経由路線の経路を変更する。） 

    ※ ブレーメン通り等に設置された停留所のうち、木月一丁目停留所は半径 300m 以内に代替停留所が無いこ

とから、同協議会での協議が必要 

（２）路線退出意向申出に関する協議を行うため、地域協議会に分科会を設置 

（３）川崎市（まちづくり局）が、本事案に対する「川崎市の考え方」を検討するため、住民説明会を開催し、意見募

集等を実施 

（４）川崎市（まちづくり局）が、事業者や地域住民の意見等を基に「川崎市の考え方」を決定 

（５）「川崎市の考え方」等を踏まえ、分科会で協議を行い、地域協議会において方向性を最終決定 

（６）地域協議会での協議結果に応じて、バス事業者としての対応を決定 
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バ ス 路 線 の 退 出 等 意 向 申 出 制 度 に つ い て 

個別具体路線 協議内容報告 

(1) 路線退出意向申出 

(2) 分科会設置 

(3) 地域住民への説明、意見募集 

（路線退出意向申出内容の説明） 
(4) 市の考え方を決定 

(5) 分科会開催・協議 

(6) 路線廃止の届出 

届出受理 

適宜ワーキング開催 

現状は、まちづくり局において住
民説明会の開催、意見募集等の実
施に向けて調整している段階 

神奈川県生活交通確保対策地域協議会 

乗合バス路線の退出意向等 

【設置単位】  全県に１つ（年１回開催） 

【構成員】 

 （ 県 ）  副知事、県土整備局都市部長 

 （ 国 ）  国土交通省関東運輸局自動車交通部長、国土交通省関東運輸局神奈川運輸支局長 

 （市町村）  市長会会長が推薦する市長会会員、町村会会長が推薦する町村会会員 

 （事業者）  一般社団法人神奈川県バス協会会長、同乗合部会長 
【協議内容】  ○全体の方向性を定め、課題等の確認を行う。 
        ○その他必要な事項等 

【設置単位】  原則、県政総合センターの設置地域ごと 

【構成員】 

 （ 県 ）  交通企画課長 

 （ 国 ）  関東運輸局自動車交通部旅客第一課長、神奈川運輸支局首席運輸企画専門官 

 （市町村）  関係市町村交通企画担当部長 

 （事業者）  関係バス事業者の代表者 
【協議内容】  生活交通確保方策の具体的内容を協議 

地域協議会 分科会 

分科会ワーキング 

「分科会」の事前調整等を、各構成員（関東運輸局自動車交通部旅客第一課を除く。）の担当者レベルで行う。 

申出の受理 
路線維持 路線廃止 

協議結果 

(6) 路線維持に向けた協議、 

調整及び手続き等の実施 
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